1． 源泉徴収制度の長短

所得税法は一定の所得について源泉徴収制度を適用することとしている。すなわち、個人についていえば、利子所得、配当所得、給与所得、退職所得および一定の報酬・料金について源泉徴収制度を適用することとしている。

源泉徴収のメリットとして、①課税庁にとって誰に幾らの収入があったかについて課税上の資料の入手が保証される。②予定納税の時期前から、つまりその年分の一月分から源泉徴収によって早期に国庫収入を確保しうる。③徴税費が安くなる。以上はいずれも国側にとってのメリットであるが、本来の納税者側にとっても④納税が容易になるというメリットがある。

一方デメリットとして、①源泉徴収制度に対しては憲法上の疑問がある。②源泉徴収のレベルだけでは必ずしも完結的な総合累進課税をなしえない。源泉徴収の段階では、必要経費、緒控除等を十分に考慮することが困難である。また、当該源泉徴収の対象にならない他の所得を考慮することが困難である。それゆえ、現行法のもとでも法律構成としては源泉徴収制度はあくまで申告納税制度における事前的・概算的納付の制度としての建前がとられている。③人々の納税者意識を希薄ならしめる。この点は、民主政治の展開のうえにおいても大きなデメリットである。源泉徴収制度における一番大きなデメリットはこの点にあるといってもよいだろう。

　源泉徴収制度のメリットのうち、課税庁側にとって一番大きなメリットは、前記メリットの①の点である。当該源泉徴収それ自体によって国庫収入の確保をはかるということよりも、源泉徴収制度を通じて適正な課税処分を行うための資料の入手が保証されることの方が重要であるからである。この点に注目するとき、できるだけ源泉徴収の対象を拡大することの方が適正な税務行政を展開するうえにおいて望ましいといえる。

2． 源泉徴収の二元的構造

源泉徴収の法律関係は以下のとおりである。源泉徴収義務者が本来の納税義務者である受給者に給与等を支払う際に法所定の所得税額を天引き徴収する。源泉徴収義務者はその天引き徴収した所得税額を一定期日までに課税庁に納付する。もし、源泉徴収義務者が納付すべき源泉所得税額を納付しなかった場合には、課税庁は、源泉徴収義務者に対して納税の告知を行い、源泉徴収義務者から徴収する。課税超は全て源泉徴収義務者を通じて源泉所得税を徴収する。強制徴収の手続きも本来の納税義務者である受給者に対してではなく源泉徴収義務者に対して行われるのである。そして、源泉徴収義務者が天引き徴収していなかった源泉所得税分については彼は受給者に対して民事上の求償権の行使が許される。これによって知られるように、公法上の租税法律関係は課税庁と源泉徴収義務者との間においてのみ生ずる。本来の納税義務者である受給者はこの租税法律関係には登場しない。源泉徴収義務者と受給者との間の関係は性格論的には民事法律関係と解されるのである。つまり、源泉徴収の法的関係は公法上の租税法律関係と民事法律関係との二つの関係によって構成される。

源泉徴収義務者はある段階までは徴税期間的地位に立たされるが、ある段階を超えると納税者的地位に立たされる。すなわち、源泉徴収義務者は法所定の期日までに法所定の源泉所得税額を受給者から天引き徴収して納付しなければならないのであるが、彼はこのような仕事を無償でしなければならない。この地位はまさしく徴税期間的地位である。また、源泉徴収義務者は右の源泉所得税額の納付に関連してまさしく納税者的地位にも立たされる。法所定の期日までに法所定の源泉所得税額を納付しなかった場合には、彼は他人（受給者）の税金について課税庁から納税の告知、督促、滞納処分等を受ける。差押等は源泉徴収義務者自身の財産についてなされる。彼は、延滞税、加算税等を課されるほか、ときに源泉所得税不納付犯等の刑事制裁をも受ける。さらに、罰則によって「間接強制されている税務調査」を受け、また法定資料の提出義務を負う。一方、自己が立替納付した源泉所得税額相当分については、最終的には民事裁判に訴えて求償権の行使をしなければならないという負担を負っている。この求償権問題については、現行税法は源泉徴収義務者に対してなんの法的援助をも与えないで、いわば内部関係の問題として処理している。

